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(57)【要約】　　　（修正有）
【課題】エネルギ消費を軽減できるとともにコストを低
減可能な振動試験機を提供する。
【解決手段】自動二輪車Ｍの前輪軸１１を上下方向に加
振可能な前輪側上下方向加振機１と、前記自動二輪車Ｍ
の後輪軸１２を上下方向へ加振可能な後輪側上下方向加
振機２と、自動二輪車Ｍのばね上部材１３の左右方向へ
の転倒を防止する転倒防止具３と、前輪側上下方向加振
機１を前記自動二輪車Ｍの左右方向へ揺動可能に支持す
る前輪側支持装置４と、後輪側上下方向加振機２を自動
二輪車Ｍの左右方向へ揺動可能に支持する後輪側支持装
置５とを備えている。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　自動二輪車の前輪軸を上下方向に加振可能な前輪側上下方向加振機と、
　前記自動二輪車の後輪軸を上下方向へ加振可能な後輪側上下方向加振機と、
　前記自動二輪車のばね上部材の左右方向への転倒を防止する転倒防止具と、
　前記前輪側上下方向加振機を前記自動二輪車の左右方向へ揺動可能に支持する前輪側支
持装置と、
　前記後輪側上下方向加振機を前記自動二輪車の左右方向へ揺動可能に支持する後輪側支
持装置とを備えた
　ことを特徴とする振動試験機。
【請求項２】
　前記前輪側上下方向加振機および前記後輪側上下方向加振機は、シリンダと、前記シリ
ンダより上方に配置されて前記シリンダに挿入されるとともに前記シリンダに対して軸方
向へ往復駆動されるピストンロッドとを有し、
　前記前輪側支持装置および前記後輪側支持装置は、前記シリンダの側方であって最収縮
時における前記前輪側上下方向加振機および前記後輪側上下方向加振機の重心よりピスト
ンロッド側に設けたトラニオンピンと、トラニオンピンを回転自在に保持する保持部とを
有する
　ことを特徴とする請求項１に記載の振動試験機。
【請求項３】
　前記前輪側上下方向加振機および前記後輪側上下方向加振機の鉛直方向からの傾きを制
限するストッパを備えた
　ことを特徴とする請求項１または２に記載の振動試験機。
【請求項４】
　前記転倒防止具は、前記自動二輪車の上下方向の移動と前後方向の回転を許容する
　ことを特徴とする請求項１から３のいずれか一項に記載の振動試験機。
【請求項５】
　前記自動二輪車の前輪軸または後輪軸を前後方向へ加振可能な前後方向加振機を備え、
　前記転倒防止具は、前記自動二輪車の上下方向および前後方向の移動と前後方向の回転
を許容する
　ことを特徴とする請求項１から３のいずれか一項に記載の振動試験機。
【請求項６】
　前記前輪側上下方向加振機および前記後輪側上下方向加振機の鉛直方向からの傾きが予
め設定される角度以上となると、前記前輪側上下方向加振機および前記後輪側上下方向加
振機を最収縮させてアンロード状態とする
　ことを特徴とする請求項１から５のいずれか一項に記載の振動試験機。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、振動試験機に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、振動試験機としては、たとえば、自動二輪車に振動を与えて試験できるものがあ
る。このような振動試験機は、自動二輪車を対象として、自動二輪車の車軸を加振点とし
て、振動を与えるようになっているが、ロッドを介して後輪側車軸を反力治具に連結し、
自動二輪車の水平方向の移動を拘束して自動二輪車の転倒を防止するようになっている（
たとえば、特許文献１参照）。
【０００３】
　従来の振動試験機では、ロッドによって自動二輪車の後輪側の水平方向の移動を拘束で
きるので、実車走行時に近似した振動負荷を自動二輪車へ与え得る。
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【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開平０５－１４９８３３号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　しかしながら、このように自動二輪車の水平方向の移動を拘束すると、ロッドの一端が
反力治具へヒンジ結合されていて、ロッドがヒンジを中心として揺動する際に、ロッドの
自動二輪車側の先端が円弧状の軌跡を描くため、自動二輪車に対して前後方向へ余計な強
制振動を与える問題がある。
【０００６】
　この問題を解消しようとロッドと反力治具を廃止すると、自動二輪車の転倒防止のため
に、加振機と自動二輪車の連結に当たり静圧軸受を利用する必要があり、加振機に自動二
輪車から大きなモーメントが作用するようになる。
【０００７】
　加振機にて、モーメントを受ける構造を採用すると、加振機における摺動部の長さが長
くなり、さらに、重量が嵩む静圧軸受の採用により、可動部重量が重くなり、加振の際の
エネルギ消費が非常に大きくなるとともにコストが非常に高くなるという新たな問題が生
じる。
【０００８】
　そこで、本発明は、上記問題を解決するためになされたものであり、その目的とすると
ころは、エネルギ消費を軽減できるとともにコストを低減可能な振動試験機の提供である
。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　上記した目的を達成するため、本発明の振動試験機は、自動二輪車の前輪軸を上下方向
に加振可能な前輪側上下方向加振機と、前記自動二輪車の後輪軸を上下方向へ加振可能な
後輪側上下方向加振機と、前記自動二輪車のばね上部材の左右方向への転倒を防止する転
倒防止具と、前記前輪側上下方向加振機を前記自動二輪車の左右方向へ揺動可能に支持す
る前輪側支持装置と、前記後輪側上下方向加振機を前記自動二輪車の左右方向へ揺動可能
に支持する後輪側支持装置とを備えている。このように構成された振動試験機では、転倒
防止具によって自動二輪車の左右方向への転倒が防止されるので、前輪側上下方向加振機
と後輪側上下方向加振機の両端に圧油の連続供給が必須となる静圧軸受を用いずに済み、
振動試験実行中に前輪側上下方向加振機と後輪側上下方向加振機に曲げモーメントが作用
しないので、曲げモーメントを受ける構造を採用せずに済む。
【００１０】
　請求項２の振動試験機では、前輪側上下方向加振機および後輪側上下方向加振機がシリ
ンダと、シリンダに挿入されてシリンダに対して軸方向へ往復駆動されるピストンロッド
とを有し、前輪側支持装置および後輪側支持装置がシリンダの側方であって最収縮時にお
ける前輪側上下方向加振機および後輪側上下方向加振機の重心よりピストンロッド側に設
けたトラニオンピンと、トラニオンピンを回転自在に保持する保持部とを有して構成され
ている。このように振動試験機が構成されると、自動二輪車の振動試験機への着脱作業を
安全に行えるとともに、自動二輪車を最も低い位置で着脱できるから作業負担も軽減され
る。
【００１１】
　また、請求項３の振動試験機にあっては、前輪側上下方向加振機および後輪側上下方向
加振機の鉛直方向からの傾きを制限するストッパを備えているので、万が一、転倒防止具
に不具合が生じて自動二輪車が左右方向へ傾く事態となっても、ストッパによって、前輪
側上下方向加振機および後輪側上下方向加振機の鉛直方向からの傾きが制限されて自動二
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輪車の最終的な転倒を防止できる。
【００１２】
　さらに、請求項４の振動試験機にあっては、転倒防止具が自動二輪車の上下方向の移動
と前後方向の回転を許容するので、自動二輪車の左右方向への転倒を防止しつつも前輪側
上下方向加振機および後輪側上下方向加振機の自動二輪車へ与える振動に何ら影響を及ぼ
さないので、効率良く振動試験を行え、消費エネルギをより一層低減できる。
【００１３】
　そして、請求項５の振動試験機にあっては、自動二輪車の前輪軸または後輪軸を前後方
向へ加振可能な前後方向加振機を備え、転倒防止具が自動二輪車の上下方向および前後方
向の移動と前後方向の回転を許容するようになっている。このように振動試験機が構成さ
れると、転倒防止具が自動二輪車の転倒を防止しつつも、前輪側上下方向加振機、後輪側
上下方向加振機および前後方向加振機の自動二輪車へ与える振動に何ら影響を及ぼさない
ので、振動試験機は、効率良く振動試験を行え、消費エネルギをより一層低減できる。
【００１４】
　さらに、請求項６の振動試験機にあっては、前輪側上下方向加振機および後輪側上下方
向加振機の鉛直方向からの傾きが予め設定される角度以上となると、前輪側上下方向加振
機および後輪側上下方向加振機を最収縮させてアンロード状態とする。このように構成さ
れた振動試験機では、転倒防止具に不具合が発生して自動二輪車が転倒しようとした際に
、いち早くこれを察知して、前輪側上下方向加振機および後輪側上下方向加振機を最収縮
させてアンロードするので、自動二輪車を最も低い位置へ降下させて前輪側上下方向加振
機および後輪側上下方向加振機に自動二輪車Ｍの重量により過大なモーメントが入力され
るのを防止できる。
【発明の効果】
【００１５】
　本発明の振動試験機によれば、エネルギ消費を軽減できるとともにコストを低減可能と
なる。
【図面の簡単な説明】
【００１６】
【図１】第一の実施の形態における振動試験機の側面図である。
【図２】前輪側上下方向加振機（後輪側上下方向加振機）、前輪側支持装置およびストッ
パの正面図である。
【図３】第一の実施の形態の振動試験機における転倒防止具の正面図である。
【図４】第二の実施の形態における振動試験機の側面図である。
【図５】第二の実施の形態の振動試験機における転倒防止具の正面図である。
【発明を実施するための形態】
【００１７】
　以下に、図示した実施の形態に基づいて、この発明を説明する。なお、以下に説明する
第一および第二の実施の形態における振動試験機Ｔ１，Ｔ２の説明にあたり、両実施の形
態で共通する部材については同じ符号を付し、説明が重複するので、第一の実施の形態に
おいて説明した部材については第二の実施の形態では詳しい説明は省略する。
【００１８】
　＜第一の実施の形態＞
一実施の形態における振動試験機Ｔ１は、図１に示すように、試験体であり自動二輪車Ｍ
の前輪軸１１と後輪軸１２を加振点として、前輪軸１１を自動二輪車Ｍの図１中上下方向
（Ｚ軸方向）へ加振可能な前輪側上下方向加振機１と、後輪軸１２を自動二輪車Ｍの図１
中上下方向（Ｚ軸方向）へ加振可能な後輪側上下方向加振機２と、自動二輪車Ｍのばね上
部材である車体１３の左右方向への転倒を防止する転倒防止具３と、前輪側上下方向加振
機１を揺動可能に支持する前輪側支持装置４と、後輪側上下方向加振機２を揺動可能に支
持する後輪側支持装置５とを備えている。
【００１９】
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　以下、振動試験機Ｔ１の各部について詳細に説明する。前輪側上下方向加振機１は、架
台Ｂに取付けられて自動二輪車Ｍの前輪軸１１を加振点として上下方向へ振動を与える。
また、後輪側上下方向加振機２は、架台Ｂに取付けられており、自動二輪車Ｍの後輪軸１
２を加振点として上下方向へ振動を与える。
【００２０】
　自動二輪車Ｍは、車体１３と、車体１３の前方に左右方向へ回転可能に取付けられて先
端に前輪軸１１を有するフロントフォーク１４と、車体１３の後方にスイングアームピボ
ットシャフト１５を介して揺動自在に取付けられて先端に後輪軸１２を有するスイングア
ーム１６とを備えて構成されている。本例では、自動二輪車Ｍの前輪軸１１および後輪軸
１２に保持される前輪および後輪は取り外された状態で、前輪側上下方向加振機１を前輪
軸１１に連結し、後輪側上下方向加振機２を後輪軸１２に連結して振動試験が行われる。
なお、後輪側がドライブシャフトで駆動される駆動形式の自動二輪車のように後輪軸１２
に直接に後輪側上下方向加振機２を連結できない場合がある。その場合には、図示はしな
いが、後輪軸１２にタイヤを取り外したリムを装着した状態とし、リムを包み持つブラケ
ットを介して後輪側上下方向加振機２を後輪軸１２に取り付けてもよい。このように、加
振点を前輪軸１１および後輪軸１２とする際に、前輪軸１１および後輪軸１２に前輪側上
下方向加振機１および後輪側上下方向加振機２を直接連結するほか、何らかの部品を介し
て間接的に取付けて加振するようにしてもよい。
【００２１】
　前輪側上下方向加振機１は、架台Ｂに前輪側支持装置４を介して図１中紙面を貫く方向
となる自動二輪車Ｍの左右方向に揺動可能に取り付けられている。また、後輪側上下方向
加振機２は、架台Ｂに後輪側支持装置５を介して図１中紙面を貫く方向となる自動二輪車
Ｍの左右方向に揺動可能に取り付けられている。
【００２２】
　詳しくは、前輪側上下方向加振機１および後輪側上下方向加振機２は、本例では、同じ
構成のテレスコピック型の油圧サーボシリンダとされており、コントローラ１０によって
その伸縮駆動が制御されるようになっている。前輪側上下方向加振機１および後輪側上下
方向加振機２は、シリンダＣと、シリンダＣ内に摺動自在に挿入されてシリンダＣ内を図
示しない伸側室と圧側室とに区画する図示しないピストンと、シリンダＣより上方に配置
されてシリンダＣ内に移動自在に挿入されるとともに前記ピストンに連結されるピストン
ロッドＲと備えて、コントローラ１０の制御下に置かれる図外の油圧ポンプからの圧油の
給排によりシリンダＣに対してピストンロッドＲが軸方向へ駆動されて伸縮作動するよう
になっている。なお、本例では、作動媒体を作動油としているが、気体を用いて前輪側上
下方向加振機１および後輪側上下方向加振機２を空圧アクチュエータとしてもよいし、電
動アクチュエータとしてもよい。コントローラ１０は、詳しくは図示しないが、油圧ポン
プと、伸側室および圧側室の油圧ポンプと図外のタンクへの連通を切換える切換弁とを制
御して、前輪側上下方向加振機１および後輪側上下方向加振機２の伸縮を制御するように
なっている。また、コントローラ１０は、伸側室および圧側室を図示しないタンクへ連通
して圧油の供給を停止する等して前輪側上下方向加振機１および後輪側上下方向加振機２
が荷重を発揮せず外力によってほとんど抵抗なくフリーで伸縮するアンロード状態を実現
できるようになっている。
【００２３】
　また、前輪側上下方向加振機１および後輪側上下方向加振機２は、ピストンロッドＲの
先端に自動二輪車Ｍの前後方向への回転を許容するようヒンジ連結されるとともに、それ
ぞれ自動二輪車Ｍの前後輪軸１１，１２に前後方向へ回転可能に連結される連結ロッドＣ
Ｒを備えている。連結ロッドＣＲは、棒状であって、前輪軸１１および後輪軸１２にヒン
ジ連結にて取り外し可能に連結できるようになっている。
【００２４】
　よって、自動二輪車Ｍの前後輪軸１１，１２が前後方向へ移動しても、連結ロッドＣＲ
がピストンロッドＲに対して自動二輪車Ｍの前後方向へ揺動してシリンダＣおよびピスト
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ンロッドＲに前後方向のモーメントが作用しないように配慮されている。
【００２５】
　そして、前輪側上下方向加振機１および後輪側上下方向加振機２が伸縮運動を呈すると
、前輪軸１１および後輪軸１２が図１中で上下方向に加振され、前輪軸１１および後輪軸
１２に独立して上下方向の振動を与えられる。連結ロッドＣＲが前輪軸１１と後輪軸１２
およびピストンロッドＲに回転可能に連結されているので、前輪軸１１および後輪軸１２
が前後方向に移動しても、この移動に影響されずに前輪側上下方向加振機１および後輪側
上下方向加振機２によって前輪軸１１および後輪軸１２を上下方向へ加振できる。前述し
たところから理解できるように、前輪側上下方向加振機１と後輪側上下方向加振機２は、
前輪軸１１および後輪軸１２を加振するので、自動二輪車Ｍのばね下部材へ振動を与える
。
【００２６】
　前輪側支持装置４および後輪側支持装置５は、ともに同じ構成とされており、シリンダ
Ｃの側方であって最収縮時における前輪側上下方向加振機１および後輪側上下方向加振機
２の重心よりピストンロッド側に１８０度位相差を以て設けたトラニオンピンＴＰ，ＴＰ
と、架台Ｂから立ち上がりトラニオンピンＴＰ，ＴＰを回転自在に保持する一対の支柱で
なる保持部ＰＬとを備えて構成されている。前輪側支持装置４および後輪側支持装置５は
、それぞれ、前輪側上下方向加振機１および後輪側上下方向加振機２を自動二輪車Ｍの左
右方向への揺動のみを許容している。また、前述したように、トラニオンピンＴＰ，ＴＰ
がシリンダＣの側方であって最収縮時における前輪側上下方向加振機１および後輪側上下
方向加振機２の重心よりピストンロッド側（図中でシリンダＣの上側）に設けられている
。よって、少なくとも前輪側上下方向加振機１および後輪側上下方向加振機２が最収縮し
た状態では、自重によって前輪側上下方向加振機１および後輪側上下方向加振機２はピス
トンロッドＲがシリンダＣより上側になる状態で軸線が鉛直方向に沿う直立姿勢を採るよ
うになっている。なお、トラニオンピンＴＰ，ＴＰの代わりに球面軸受の利用も可能であ
る。
【００２７】
　また、本例では、図１および図２に示すように、前輪側上下方向加振機１および後輪側
上下方向加振機２が自動二輪車Ｍの左右方向へ揺動する際の揺動限界を画するストッパ２
０，２１が設けられている。ストッパ２０，２１は、架台Ｂ上の直立姿勢のシリンダＣの
左右両側にシリンダＣに対して間隔を空けて設けた支柱２０ａ，２１ａと、支柱２０ａ，
２１ａのシリンダＣに対向する側面に設けたクッション２０ｂ，２１ｂとを備えている。
ストッパ２０，２１は、図２中破線で示すように、前輪側上下方向加振機１および後輪側
上下方向加振機２が直立姿勢の状態から左右方向へ揺動限界まで傾くと、クッション２０
ｂ，２１ｂをシリンダＣに当接させて前輪側上下方向加振機１および後輪側上下方向加振
機２の鉛直方向から傾き角度が増加する方向への揺動を防止する。
【００２８】
　転倒防止具３は、図１および図３に示すように、架台Ｂの自動二輪車Ｍの左右両側に鉛
直に設けた支柱３ａ，３ａと、支柱３ａ，３ａのそれぞれに長手方向である上下方向に沿
って設けたレールとレール上を走行して支柱３ａ，３ａに対して上下方向に移動可能なス
ライダとを備えたリニアガイド３ｂ，３ｂと、リニアガイド３ｂ，３ｂのスライダに設け
られてスイングアームピボットシャフト１５の両端を回転自在に軸支するブラケット３ｃ
，３ｃとを備えて構成されている。スイングアームピボットシャフト１５は、転倒防止具
３に取り付け可能なように、両端を車体１３の左右両側へ突出させてある。転倒防止具３
は、スイングアームピボットシャフト１５の自動二輪車Ｍの上下方向の移動と前後方向の
回転のみが許容されており、これにより、自動二輪車Ｍの左右方向への転倒が防止されつ
つ、ばね上部材である車体１３の上下方向の移動と前後方向の回転のみが許容される。
【００２９】
　なお、転倒防止具３は、自動二輪車Ｍのばね上部材である車体１３の上下方向の移動と
前後方向の回転のみを許容するものであればよいので、これ以外の構成とされてもよく、
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たとえば、自動二輪車Ｍの左右の両側に架台Ｂに対して鉛直に軸を設け、この軸上を上下
方向に移動可能なスライダを設けて、スライダにスイングアームピボットシャフト１５を
前後方向回転可能に取付けるような構成とされてもよい。
【００３０】
　また、ストッパ２０，２１の支柱２０ａ，２１ａには、シリンダＣを検知する検知部と
してシリンダＣの接近によってオン信号を出力する近接スイッチ２２，２２がそれぞれ設
けられている。近接スイッチ２２，２２は、前輪側上下方向加振機１および後輪側上下方
向加振機２の鉛直方向からの傾きが予め設定される角度以上となると、オンされてオン信
号を前輪側上下方向加振機１および後輪側上下方向加振機２の伸縮駆動を制御するコント
ローラ１０に出力する。近接スイッチ２２，２２は、前輪側上下方向加振機１および後輪
側上下方向加振機２がストッパ２０，２１に当接する際の鉛直方向となす角度θよりも小
さな角度でオン信号を出力するように設定されている。前述の予め設定される角度は、転
倒防止具３が健全に機能している状態では、前輪側上下方向加振機１および後輪側上下方
向加振機２が鉛直方向に対して採りえる最大角度以上で前記角度θ以下に設定されるとよ
い。
【００３１】
　コントローラ１０は、近接スイッチ２２，２２がシリンダＣの接近により出力されるオ
ン信号を受信すると、振動試験機Ｔ１を緊急停止させるべく、前輪側上下方向加振機１お
よび後輪側上下方向加振機２を最収縮させたのち、これら前輪側上下方向加振機１および
後輪側上下方向加振機２をアンロードして、油圧ポンプを停止して油圧をオフする。
【００３２】
　このように構成された振動試験機Ｔ１にあっては、前輪側上下方向加振機１で前輪軸１
１を上下方向へ加振でき、後輪側上下方向加振機２で後輪軸１２を上下方向へ加振でき、
自動二輪車Ｍへ上下方向の振動を与えて振動試験を実施できる。そして、通常の振動試験
では、前輪側上下方向加振機１と後輪側上下方向加振機２で自動二輪車Ｍへ振動を与えて
テスト加振して伝達関数を求める。このようにして伝達関数が求めた後は、振動試験機Ｔ
１は実車で得られた加速度を実現する振動を自動二輪車Ｍへ負荷して通常の振動試験を実
施できる。
【００３３】
　振動試験中は、転倒防止具３によって自動二輪車Ｍの左右方向への転倒が阻止される。
転倒防止具３は、車体１３の上下方向の移動と前後方向の回転を許容するので、前輪側上
下方向加振機１と後輪側上下方向加振機２によって自動二輪車Ｍへ与える上限方向の振動
に何ら影響を与えないので、自動二輪車Ｍへ与える振動に転倒防止具３の影響を勘案せず
ともよい。
【００３４】
　このように転倒防止具３によって自動二輪車Ｍの左右方向への転倒が防止されるので、
前輪側上下方向加振機１と後輪側上下方向加振機２に自動二輪車Ｍの転倒を防止する構造
を採用しなくて済む。よって、前輪側上下方向加振機１と後輪側上下方向加振機２の両端
に圧油の連続供給が必須となる静圧軸受を用いずに済む。また、前輪側上下方向加振機１
と後輪側上下方向加振機２が自動二輪車Ｍの前後輪軸１１，１２に前後方向へ回転可能に
連結される連結ロッドＣＲを備え、前輪側支持装置４と後輪側支持装置５によって左右方
向への揺動が許容されているので、この振動試験機Ｔ１にあっては、自動二輪車Ｍの振動
試験実行中に前輪側上下方向加振機１と後輪側上下方向加振機２に曲げモーメントが作用
しない構造となっている。よって、前輪側上下方向加振機１と後輪側上下方向加振機２に
曲げモーメントを受ける構造を採用せずに済むので、ピストンの軸方向長さを曲げモーメ
ントに耐え得る長さに設定する必要が無くなり、ピストン長を短くできる。さらに、転倒
防止具３は、自動二輪車Ｍのばね上部材である車体１３を支持して左右方向への転倒を防
止するようになっているので、前輪側上下方向加振機１と後輪側上下方向加振機２が振動
を与える自動二輪車Ｍのばね下部材への重量へ影響を与えない。このように、本発明の振
動試験機Ｔ１によれば、ピストン長が短くでき高価で重量も嵩む静圧軸受の採用も不要と
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なるので、前輪側上下方向加振機１と後輪側上下方向加振機２の可動部であるピストン、
ピストンロッドＲおよび連結ロッドＣＲの全体の重量を非常に軽量にでき、転倒防止具３
の設置が自動二輪車Ｍのばね下部材の重量増を招かないので、前輪側上下方向加振機１と
後輪側上下方向加振機２の駆動に際して消費する消費エネルギを低減できるともに、コス
トも低減できる。
【００３５】
　また、本例では、前輪側上下方向加振機１および後輪側上下方向加振機２がシリンダＣ
と、シリンダＣに挿入されてシリンダＣに対して軸方向へ往復駆動されるピストンロッド
Ｒとを有し、前輪側支持装置４および後輪側支持装置５がシリンダＣの側方であって最収
縮時における前輪側上下方向加振機１および後輪側上下方向加振機２の重心よりピストン
ロッド側に設けたトラニオンピンＴＰ，ＴＰと、トラニオンピンＴＰ，ＴＰを回転自在に
保持する保持部ＰＬ，ＰＬとを有して構成されている。このように振動試験機Ｔ１が構成
されると、最収縮状態では前輪側上下方向加振機１および後輪側上下方向加振機２が自重
でピストンロッドＲを上方にして直立姿勢を採る。自動二輪車Ｍの振動試験機Ｔ１への着
脱に際しては、前輪側上下方向加振機１と後輪側上下方向加振機２への油圧供給を停止し
てアンロードする。前輪側上下方向加振機１と後輪側上下方向加振機２がアンロードされ
ると、可動部が自重で最下方へ移動して最収縮状態となって直立姿勢を採る。この状態で
自動二輪車Ｍを転倒防止具３への着脱するともに、前輪側上下方向加振機１と後輪側上下
方向加振機２の前輪軸１１および後輪軸１２への着脱を行えばよい。このように、前輪側
上下方向加振機１と後輪側上下方向加振機２へ油圧供給状態にしない状態で、かつ、前輪
側上下方向加振機１と後輪側上下方向加振機２が直立姿勢をとる状態で自動二輪車Ｍの着
脱作業を行えるので、自動二輪車Ｍの振動試験機Ｔ１への着脱作業を安全に行えるととも
に、自動二輪車Ｍを最も低い位置で着脱できるから作業負担も軽減される。
【００３６】
　また、本例の振動試験機Ｔ１にあっては、前輪側上下方向加振機１および後輪側上下方
向加振機２の鉛直方向からの傾きを制限するストッパ２０，２１を備えているので、万が
一、転倒防止具３に不具合が生じて自動二輪車Ｍが左右方向へ傾く事態となっても、スト
ッパ２０，２１によって、前輪側上下方向加振機１および後輪側上下方向加振機２の鉛直
方向からの傾きが制限されて自動二輪車Ｍの最終的な転倒を防止できる。
【００３７】
　また、本例の振動試験機Ｔ１にあっては、転倒防止具３が自動二輪車Ｍの上下方向の移
動と前後方向の回転のみを許容するので、自動二輪車Ｍの左右方向への転倒を防止しつつ
も前輪側上下方向加振機１および後輪側上下方向加振機２の自動二輪車Ｍへ与える振動に
何ら影響を及ぼさないので、効率良く振動試験を行え、消費エネルギをより一層低減でき
る。
【００３８】
　さらに、本例の振動試験機Ｔ１にあっては、前輪側上下方向加振機１および後輪側上下
方向加振機２の鉛直方向からの傾きが予め設定される角度以上となると、前輪側上下方向
加振機１および後輪側上下方向加振機２を最収縮させてアンロード状態とする。このよう
に構成された振動試験機Ｔ１では、転倒防止具３に不具合が発生して自動二輪車Ｍが転倒
しようとした際に、いち早くこれを察知して、前輪側上下方向加振機１および後輪側上下
方向加振機２を最収縮させてアンロードするので、自動二輪車Ｍを最も低い位置へ降下さ
せて前輪側上下方向加振機１および後輪側上下方向加振機２に自動二輪車Ｍの重量により
過大なモーメントが入力されるのを防止できる。なお、本例では、近接スイッチ２２，２
２を利用して前輪側上下方向加振機１および後輪側上下方向加振機２の傾きが設定角度と
なったか否かを判断するようにしているが、これに限られない。よって、たとえば、トラ
ニオンピンＴＰと保持部ＰＬとの間にポテンショメータを設けてもよいし、前輪側上下方
向加振機１および後輪側上下方向加振機２の傾きが設定角度となると接してオン信号を出
力するレバースイッチを設ける等として同様の判断を行ってもよい。
【００３９】
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　＜第二の実施の形態＞
第二の実施の形態の振動試験機Ｔ２は、図４に示すように、第一の実施の形態の振動試験
機Ｔ１の構成に、前輪軸１１を自動二輪車Ｍの前後方向へ振動させる前後方向加振機６を
追加し、転倒防止具３の代わりに別の転倒防止具７を設けた点で異なっている。
【００４０】
　前後方向加振機６は、架台Ｂに鉛直方向に立てて取り付けられて伸縮運動するアクチュ
エータ６１と、架台Ｂに鉛直方向に立てて設けた支柱６２と、支柱６２とアクチュエータ
６１とに回転可能に連結される変換リンク６３と、一端が変換リンク６３に回転可能に連
結されるとともに他端が連結ロッドＣＲと前輪軸１１の双方に回転可能に連結される連結
ロッド６４とを備えて構成されている。
【００４１】
　なお、アクチュエータ６１は、先端に回転自在なアーム６１ａを備えており、このアー
ム６１ａを変換リンク６３にヒンジ連結している。アクチュエータ６１は、本例では、テ
レスコピック型の油圧サーボシリンダとされており、図外の油圧源からの圧油の給排によ
り伸縮作動するが、作動媒体を気体とする空圧アクチュエータとされてもよいし電動アク
チュエータとされてもよい。また、アクチュエータ６１は、コントローラ１０の制御下に
置かれる図外の油圧ポンプからの圧油の給排により駆動されて伸縮作動するようになって
おり、前輪側上下方向加振機１および後輪側上下方向加振機２と同様にアンロード状態を
実現できるようになっている。
【００４２】
　支柱６２は、架台Ｂに起立しており、その先端には、略三角形状の変換リンク６３が回
転可能に取り付けられている。変換リンク６３は、この場合、その一頂点の近傍をヒンジ
連結により支柱６２に連結されていて、支柱６２に対してヒンジ連結点を中心として回転
のみが許容される態様で取り付けられている。
【００４３】
　変換リンク６３の支柱６２へ連結される頂点以外の頂点の近傍にアクチュエータ６１の
アーム６１ａがヒンジ連結される。連結ロッド６４は、棒状であって、その一端が、変換
リンク６３の支柱６２およびアクチュエータ６１が連結されていない、残りの頂点の近傍
にヒンジ連結されている。また、連結ロッド６４の他端は、前輪軸１１にヒンジ連結にて
取り外し可能に連結できるようになっている。
【００４４】
　自動二輪車Ｍの前後方向軸と前輪側上下方向加振機１の伸縮運動の軸線とを含む面を基
準面とすると、アクチュエータ６１、変換リンク６３および連結ロッド６４のそれぞれが
基準面上でのみ回転可能に連結されている。
【００４５】
　そして、アクチュエータ６１を伸長させると、変換リンク６３が支柱６２へのヒンジ連
結点にて時計回りに回転し連結ロッド６４が右方へ押し出されるので、前輪軸１１を図４
中右方向へ駆動できる。反対に、アクチュエータ６１を収縮させると、変換リンク６３が
支柱６２へのヒンジ連結点にて反時計回りに回転し連結ロッド６４が左方へ引っ張られる
ので、前輪軸１１を図４中左方向へ駆動できる。つまり、この前後方向加振機６では、変
換リンク６３と支柱６２とでベルクランク機構を構成し、アクチュエータ６１の伸縮運動
を自動二輪車Ｍの前後方向の運動へ変換して加振点である前輪軸１１へ伝達できる。なお
、変換リンク６３は、強度面で有利なために三角形状とされているが、Ｌ字状等、三角形
状以外の形状とされてもよい。
【００４６】
　よって、アクチュエータ６１が伸縮運動を呈すると、変換リンク６３によってアクチュ
エータ６１の上下方向の伸縮運動が前後方向の往復運動に変換され、連結ロッド６４を介
して前輪軸１１を前後方向へ加振して振動を与えられる。連結ロッド６４が前輪軸１１お
よび変換リンク６３に回転可能に連結されているので、前輪軸１１に上下方向の振動が加
えられても、この振動に影響されずにアクチュエータ６１によって前輪軸１１を前後方向
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へ加振できる。
【００４７】
　転倒防止具７は、図５に示すように、架台Ｂに設けた台座７ａと、自動二輪車Ｍの左右
両側に配置されて一端が台座７ａに対して前後方向へ回転自在に取付けられる一対の第一
アーム７ｂと、各第一アーム７ｂの他端と自動二輪車Ｍのスイングアームピボットシャフ
ト１５の双方に対して自動二輪車Ｍの前後方向へ回転自在に連結される一対の第二アーム
７ｃとを備えて構成されている。よって、自動二輪車Ｍは、転倒防止具７によって左右方
向への転倒は防止されるが、上下方向および前後方向への移動と、前後方向への回転につ
いては許容される。なお、転倒防止具７は、自動二輪車Ｍのばね上部材である車体１３の
上下方向および前後方向の移動と前後方向の回転のみを許容するようになっていればよい
ので、他の構成を採用できる。
【００４８】
　このように構成される振動試験機Ｔ２では、前輪側上下方向加振機１、後輪側上下方向
加振機２および前後方向加振機６の三つの加振機で自動二輪車Ｍに対して上下方向および
前後方向の振動を与えられる。よって、より実車走行に近似する振動を自動二輪車Ｍへ負
荷できる。
【００４９】
　本例の振動試験機Ｔ２にあっても、転倒防止具７によって自動二輪車Ｍの左右方向への
転倒が防止されるので、前輪側上下方向加振機１と後輪側上下方向加振機２に自動二輪車
Ｍの転倒を防止する構造を採用しなくて済む。よって、前輪側上下方向加振機１と後輪側
上下方向加振機２の両端に圧油の連続供給が必須となる静圧軸受を用いずに済む。また、
前輪側上下方向加振機１と後輪側上下方向加振機２が自動二輪車Ｍの前後輪軸１１，１２
に前後方向へ回転可能に連結される連結ロッドＣＲを備え、前輪側支持装置４と後輪側支
持装置５によって左右方向への揺動が許容されているので、この振動試験機Ｔ１にあって
は、自動二輪車Ｍの振動試験実行中に前輪側上下方向加振機１と後輪側上下方向加振機２
に曲げモーメントが作用しない構造となっている。よって、前輪側上下方向加振機１と後
輪側上下方向加振機２に曲げモーメントを受ける構造を採用せずに済むので、ピストンの
軸方向長さを曲げモーメントに耐え得る長さに設定する必要が無くなり、ピストン長を短
くできる。さらに、転倒防止具７は、自動二輪車Ｍのばね上部材である車体１３を支持し
て左右方向への転倒を防止するようになっているので、前輪側上下方向加振機１、後輪側
上下方向加振機２および前後方向加振機６が振動を与える自動二輪車Ｍのばね下部材への
重量へ影響を与えない。このように、本発明の振動試験機Ｔ２によれば、ピストン長が短
くでき効果で重量も嵩む静圧軸受の採用も不要となるので、前輪側上下方向加振機１と後
輪側上下方向加振機２の可動部であるピストン、ピストンロッドＲおよび連結ロッドＣＲ
の全体の重量を非常に軽量にでき、転倒防止具７の設置が自動二輪車Ｍのばね下部材の重
量増を招かないので、前輪側上下方向加振機１と後輪側上下方向加振機２の駆動に際して
消費する消費エネルギを低減できるともに、コストも低減できる。
【００５０】
　また、本例にあっても、前輪側上下方向加振機１および後輪側上下方向加振機２がアン
ロードされると、可動部が自重で最下方へ移動して最収縮状態となって直立姿勢を採る。
よって、自動二輪車Ｍの振動試験機Ｔ２への着脱作業を安全に行えるとともに、自動二輪
車Ｍを最も低い位置で着脱できるから作業負担も軽減される。
【００５１】
　また、本例の振動試験機Ｔ２にあっても図示しないストッパが転倒防止具７や転倒防止
具７と別体に設けられて、万が一、転倒防止具７に不具合が生じて自動二輪車Ｍが左右方
向へ傾く事態となっても、ストッパによって、前輪側上下方向加振機１および後輪側上下
方向加振機２の鉛直方向からの傾きが制限されて自動二輪車Ｍの最終的な転倒を防止でき
る。
【００５２】
　また、本例の振動試験機Ｔ２にあっては、転倒防止具７が自動二輪車Ｍの上下方向およ
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倒を防止しつつも前輪側上下方向加振機１、後輪側上下方向加振機２および前後方向加振
機６の自動二輪車Ｍへ与える振動に何ら影響を及ぼさないので、効率良く振動試験を行え
、消費エネルギをより一層低減できる。
【００５３】
　さらに、本例の振動試験機Ｔ２にあっては、前輪側上下方向加振機１および後輪側上下
方向加振機２の鉛直方向からの傾きが予め設定される角度以上となると、前輪側上下方向
加振機１および後輪側上下方向加振機２を最収縮させてアンロード状態とする。また、そ
の際に、コントローラ１０は、前後方向加振機６についてもアンロードする。このように
構成された振動試験機Ｔ２では、転倒防止具３に不具合が発生して自動二輪車Ｍが転倒し
ようとした際に、いち早くこれを察知して、前輪側上下方向加振機１および後輪側上下方
向加振機２を最収縮させてアンロードするので、自動二輪車Ｍを最も低い位置へ降下させ
て前輪側上下方向加振機１および後輪側上下方向加振機２に自動二輪車Ｍの重量により過
大なモーメントが入力されるのを防止できる。また、前後方向加振機６についてもアンロ
ード状態とされるので、緊急停止時に前後方向加振機６が自動二輪車Ｍを加振してしまう
ような事態も防止できる。
【００５４】
　なお、前後方向加振機６は、後輪軸１２を前後方向へ加振するようになっていてもよい
。
【００５５】
　以上で、本発明の実施の形態についての説明を終えるが、本発明の範囲は図示されまた
は説明された詳細そのものには限定されない。
【符号の説明】
【００５６】
１・・・前輪側上下方向加振機、２・・・後輪側上下方向加振機、３，７・・・転倒防止
具、４・・・前輪側支持装置、５・・・後輪側支持装置、６・・・前後方向加振機、１１
・・・前輪軸、１２・・・後輪軸、２０，２１・・・ストッパ、Ｃ・・・シリンダ、Ｍ・
・・自動二輪車（自動二輪車）、ＰＬ・・・保持部、Ｒ・・・ピストンロッド、Ｔ１，Ｔ
２・・・振動試験機、ＴＰ・・・トラニオンピン
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